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Ⅲ　営業要員人財育成の成功事例──中長期で営業要員のあるべき姿を明確化、ロールモデルによる	
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1	 法人営業は、商材単体の販売から組み合わせ販売に移行することで、より深い
課題理解力と顧客深耕型営業へ、また営業要員個人による実績づくりからチー
ムセリングによる営業へと変化している。したがって、営業要員のあるべき
「人財」像も変化しており、従来とは異なる人財育成の仕組みが必要となる。

2	 しかし、多くの企業は人財育成が進まない構造的な問題点を抱えている。営業
要員のあるべき人財像が明確になっていない、あるべき人財像のための実践的
な教育機会が十分提供されていない、営業の人事評価制度が短期的な業績評価
に過度に偏り営業現場での自発的教育が加速されない──といった問題である。

3	 成功事例に、営業要員のあるべき人財像を明確に定め、顧客との中長期的な関
係構築ができる人財を育成しているＡ社、トップの意図を理解する人財を意図
的に組織化し、ロールモデル（手本）化することで人財育成をするＢ社がある。

4	 営業要員育成の仕組みとしては、①自社の提供価値の定義とそれに基づくある
べき人財像の明確化、②わかりやすいロールモデルづくり、③実践的研修など
教育面での工夫、④営業ミドルマネジメント改革による現場コーチングの質の
向上、⑤現場の成功事例などナレッジ共有の仕組み構築──がある。

5	 営業要員の人財育成には短期業績達成とは別の視点を持ち、中長期にわたり取
り組まねばならない。営業現場で人財育成を機能させるには、営業要員のある
べき人財像と人財要件を明確化したうえで、それらを評価や処遇、配置などの
人事制度に組み込むことが必要となる。

ハーフエコノミー時代の法人営業改革

要約

ハーフエコノミー時代の法人営業改革

久保田洋介青嶋  稔



ハーフエコノミー時代の法人営業改革ハーフエコノミー時代の法人営業改革

65営業改革を実現するための営業要員「人財」育成の仕組み

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅰ 営業要員の人財育成の変化

OJT・商材知識中心から顧客業務
理解へ

法人向け営業要員は、従来の商材単体営業
ではなく顧客課題の解決に軸足を移し、自社
商材のみならず他社商材、また機器だけでな
くそれにサービスを組み合わせることで顧客
を囲い込まなければならない。

こうした動きは法人向け営業を展開する事
務機、工作機械、FA（ファクトリーオート
メーション）機器などの業界で起きている。

顧客にとって欲しいものが明確であった時
代には、営業要員は商材に対する知識さえあ
れば販売できた。しかし、現在求められてい
る営業要員として理想的な姿は、顧客課題を
聞き出して整理し、それに対する最適な解決
方法を、社内の専門家や社外のアライアンス

（連携）パートナーとチームを組みながら導
き出せる「人財」である。

こうした人財を育成するには、過去の営業
現場で実践してきたOJT（職場内訓練）のみ
に依存するような教育や、あるいは商材に対

する知識中心の商材研修的な教育では難し
い。

経済が右肩上がりに成長している時代であ
れば、供給者（たとえばメーカーや販売会社
の営業要員）は商材について説明するだけで
よかったが、低成長で供給者過多の現在は、
顧客に商材を提供することのみでは、競合他
社との差別化が困難である。

現在の営業要員には、顧客の業務を理解す
る力、社内外の人財とチームセリングを進め
る力などが求められる要件であるが、多くの
営業現場では、営業要員のあるべき人財像
と、OJT中心の過去からの人財育成との間に
大きなギャップが生じている。低成長の時代
に営業組織を活性化させていくには、営業要
員の人財育成をする仕組みが以前に増して重
要になっている。

Ⅱ 営業要員の人財育成の問題点

人財像が不明瞭・教育機会が不十分・
人事評価制度と人財育成が乖離

営業要員のあるべき人財像とそれに求めら
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図1　営業要員の「人財」育成における問題点

①営業要員のあるべき人財像が不明瞭
●　企業戦略を実現するための人財
戦略がない

●　戦略実現のための営業要員のあ
るべき人財像が明確でない

②あるべき人財像のための実践的な教育機会が不十分
●　営業ミドルマネジメントが部下（営業要員）の育成上、
有効に機能していない

●　人財開発部門が受動的で、営業現場に踏み込んで実践
的な教育プログラムを十分に提供できていない

③営業要員の人事評価制度と人財育成が
乖離

●　営業の人事評価制度が短期的な業
績評価に過度に偏り、中長期視点
での営業要員の育成が進まない

長期ビジョン・戦略

現場実務 人事制度

営業要員の人財育成
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れる人財要件の変化に気づきつつも、人財育
成がうまくいっていない企業は多い。もとも
と人財育成には長期的な取り組みが求めら
れ、効果が出るまでに時間を要す難しさがあ
るが、それ以前に構造的な問題を抱え、人財
が育っていない企業が多いのである（前ペー
ジの図１）。

1│ 営業要員のあるべき人財像が
 不明瞭

企業の向かうべき方向性を事業戦略や中期
経営戦略としていくら策定しても、それを実
現するための人財戦略を具体的に描けていな
い企業が多い。そのため、戦略を実際に遂行
する人財を計画的に育成できない状況になっ
てしまっている。

たとえば、戦略として商材単体営業からソ
リューション（課題解決型）営業への移行を
謳っても、そのために営業要員は現場でどの
ような動き方をすべきなのか、どのようなス
キル（技能）や知識が必要となるのかという
人財要件が明確になっていないため、人財育
成が効果的になされない。したがって、営業
要員の人財育成の大前提として、営業要員の
あるべき人財像および人財要件の明確化が必
須となるのである。

2│ 実践的な教育機会が不十分
とはいえ、仮に営業要員のあるべき人財像

や人財要件が明確になっていたとしても、そ
こに至るまでの教育機会が設けられていなけ
れば人財は育成できない。

教育機会とは、大きくOJTとOFFJT（職
場外訓練）とに分けられる。OJTにおける教
育は、営業ミドルマネジメントが主体となっ

て実施すべきであるが、教育という視点で捉
えた場合に優れた営業ミドルマネジメントは
限られてくる。これは多くの企業に共通して
いる。もともとトップセールスであった営業
要員が営業ミドルマネジメントになっている
ケースが多いためで、彼らは部下の教育に必
ずしも長けているわけではない。そこで、営
業現場での教育の質を向上させるためには、
営業要員の人財育成に対する営業ミドルマネ
ジメントの意識改革と、スキル向上が必要と
なってくる。

一方、OFFJTの教育においては人事部門
や人財開発部門の役割が大きいものの、人
事・人財開発部門は受動的な組織である企業
も多く、事業部門に積極的に介入していくケ
ースは少ないように見受けられる。それゆ
え、事業戦略の遂行に必要となる人財育成の
プログラムが、人事部門や人財開発部門に十
分に整備されていないことも多い。たとえ
ば、「お客様の経営的視点に立った提案営業
を」と謳っても、企業経営分析などの研修プ
ログラムがなかったり、「ソリューション提
案プランを策定して計画的な営業を」と謳っ
ても、提案プランを策定するために必要なス
キル向上に資する教育プログラムがなかった
りする企業が多い。

営業要員のあるべき人財像に求められる人
財要件を定義し、そのために必要な育成プロ
グラムや教育プログラムを体系的に整備しな
ければならない。

3│ 営業要員の人事評価制度と
 人財育成が乖離

営業要員の人事評価・処遇が短期的な業績
評価に過度に偏っている企業も多い。そうし
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た状況下では、たとえば、企業として商材単
体営業からソリューション営業への転換の方
針を打ち出したとしても、人事評価制度が短
期に偏っていると、営業現場は「今月の売上
目標」の達成に動き、ソリューション営業の
ための営業要員の人財育成はないがしろにな
ってしまうであろう。

一般論として、高い業績を上げている営業
要員は戦略の遂行レベルが高く、ソリューシ
ョン営業を実践していると考えられがちであ
る。しかし、成績上位の営業要員の営業活動
を分析してみると、多くの企業でその一般論
が必ずしも当てはまらないことがわかる。企
業としてはハードウェアの売上比率を下げ、
サービスの売上比率を高めようという戦略を
立てていたとしても、トップの営業要員は売
り上げのほとんどを商材販売で上げているこ
とは往々にして起こりうる。このように、中
長期的視点での戦略と日々の売り上げ達成の
営業現場とでは乖離があるのが常である。

こうした状況下にあって、中長期視点での
営業要員の人財育成には、短期的な業績評価
に加えて、「企業として目指して欲しい営業
要員のあるべき人財像」という観点では現在
どの程度充足しているのか、という評価を人
事制度に組み込む必要がある。

Ⅲ 営業要員人財育成の成功事例

中長期で営業要員のあるべき姿を明
確化、ロールモデルによる営業要員
の底上げ

1│ 中長期に営業要員のあるべき 
 人財像を明確化し、人財を育成 
 しているＡ社

Ａ社はオフィスで使用されるシステムや機

器を製造、販売している企業である。オフィ
スに設置される機器のデジタル化・ネットワ
ーク化が進んだことで、かつては単独であっ
た業務が、オフィスの部門間や企業間のネッ
トワークを介して処理されるようになった。
これに伴いＡ社の営業要員の販売活動には、
顧客のワークフローに対する理解が必須とな
っている。

こうした環境の変化にＡ社が実施したの
は、顧客に対して同社がどのような提供価値
を持つかを徹底的に議論したことである。

具体的には、オフィスの機器がネットワー
ク化されることによって、Ａ社がどのような
価値を提供すれば顧客のビジネスを成功に導
くことができるのか、さらに、Ａ社の機器や
ソリューションを使用する顧客の取引先（顧
客の顧客）のビジネスの成功にもつながるの
かまでを議論した。そしてここで得られた顧
客・顧客の取引先への提供価値を、戦略部門
と営業部門で共通の価値観とし、そしてそれ
を組織として定義していったことは、A社に
とって重要なプロセスとなった。

Ａ社の提供価値は「顧客を成功に導くこ
と」であり、さらに顧客の成功は「顧客の取
引先を成功させること」によって成就され
る。したがって、Ａ社の販売した機器を、生
産システムに利用している顧客の取引先のビ
ジネスまで含めて成功させるには、思考をさ
らに一歩進めて、顧客が取引先にどのような
提案をすれば、最終的にその取引先の満足が
得られてビジネスを成功に導けるかを考える
ことになる。こうした思考により、単に商材
を販売するのではなく、その向こう側にいる
顧客、さらにその先にいる取引先のビジネス
まで真剣に考えることになった。
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その結果Ａ社が推し進めたのは、顧客の業
務への理解を深めることの必要性を営業要員
に納得させる、いわゆる「腹落ち」させるこ
とであった。

さらにＡ社は顧客との関係性を共通尺度化
することで顧客のオフィス環境および業務に
対する営業要員の理解度を深め、それにより
中長期での顧客との関係性を深めることを徹
底させた。その共通尺度化とは、

①単体設置（第１段階）
②Ａ社の機器の顧客のオフィスでのネット

ワーク化（第２段階）
③さらにソフトウェアが導入されワークフ

ローまで支援（第３段階）
④加えて業務そのものの改善、もしくは業

務まで代行（第４段階）
──の４つのステージである（図２）。
このステージに応じて顧客を管理し、担当

する顧客に対してどのような提案をすべきか
を、営業要員が自ら明確にした。

顧客と中長期の関係性を構築するには顧客
の業務の理解が欠かせない。そうでなけれ
ば、機器をネットワーク化して導入したりワ
ークフローを提案したりすることはできな
い。Ａ社の営業要員は、同社のこうした明確
な事業の方向性（顧客との関係性のステージ
化）に沿って人財育成されている。

Ａ社の営業要員の人財育成の基本的な考え
方は、短期の売り上げを求めるだけではな
く、顧客との中長期の関係性を構築すること
である。教育プログラムもそれに合わせ、顧
客との関係構築に必要なカリキュラムが組み
込まれる。

Ａ社の営業要員の人財育成は顧客業務の理
解にある。これまでの「モノ売り：ハード中
心の経営」から「コト売り：ソリューション
営業に軸足を移した経営」に向けて継続的な
経営革新活動・体質改善活動を進めると同時
に、トップの強いリーダーシップにより、営
業要員が顧客のステージを上げていくために
実施すべきことを明確に定めていった。

単により多くの商材を販売するのではな
く、顧客との中長期の関係性を構築すること
を大きな目標に置いて顧客の業務プロセスに
入り込み、顧客課題を解決することがＡ社の
提供価値である。

また、Ａ社はこの流れを加速させるために
業種・業務に特化した人財を配置し、OJTに
よる人財育成にも努めた。

営業要員全員が顧客業務に精通することは
難しい。そこで、業種・業務の側面からサポ
ートする人財を配置し、彼らを営業要員に同
行させることで、生きた経験を通した営業教
育も実施した。

営業要員の人財育成の基盤としてこうした
取り組みを行っているのは、同社が顧客との
中長期の関係性構築を組織の存在意義として
明確に定義しているからである。

営業が行うべきチームセリングも顧客との
中長期的関係づくりも、多くの営業現場では
短期的数字目標の達成の前にいつしか忘れ去
られ御題目となってしまうことが多いが、同

図2　A社の顧客との関係性のステージ

第4段階

第3段階

第2段階

第1段階

顧客との関係 基準

業務改善提供

ソフトウェア導入

ネットワークへの接続

単体設置
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社は組織目標として、重要な顧客との関係を
どのステージに上げていくのか、そのことが
組織目標と営業要員の評価に明確に落とし込
まれている。

また、ステージ別の顧客維持率を統計で取
り続けている。このステージを上げることが
実際の顧客維持につながることを営業要員に
数値で示すことで、その効果を体感させてい
る。こうした活動によって、Ａ社の顧客維持
率、顧客当たりの売上高は着実に上昇し、そ
の結果、１人当たり営業生産性向上に成功し
ている。このような取り組みへの工夫がなけ
れば、いくら人財育成の仕組みをつくって
も、単なる建前で終わってしまい、定着はし
ない。

2│ ロールモデルを明確にすることで 
 営業要員のあるべき人財像を明示 
 し、営業要員の底上げを図るＢ社

専門商社であるＢ社はユニークな営業要員
の人財育成に取り組んでいる。トップセール
ス出身で構成される顧客ニーズリサーチ専門
部署（以下、ニーズリサーチ部）である。

ニーズリサーチ部には短期的な営業ノルマ
はないもののミッション（使命）が課せられ
ている。トップセールスの感性を思う存分に
活かして顧客ニーズの変化を捉え、Ｂ社が今
後どのようなソリューション営業を展開すべ
きか、中長期および顧客ニーズ起点で商材・
サービスを考えるというミッションである。

もし、同社に顧客ニーズに合った商材がな
ければ、他社の取り扱う商材とを組み合わ
せ、そうすることによって自社商材の範囲に
とどまらず、顧客ニーズ起点でのソリューシ
ョン営業を展開する。

ニーズリサーチ部は、営業要員の要望に応
じて営業活動にも同行する。もともとトップ
セールス出身である彼らは、営業要員にとっ
てはよきロールモデル（手本）である。ニー
ズリサーチ部は、商材や短期的な売り上げの
ために自社起点ではなく、顧客ニーズを理解
し、その顧客ニーズ起点でソリューションを
図る姿を実際の営業活動を通して営業要員に
体験させること自体が、生きた人財育成とな
っているのである。

また、Ｂ社では営業成績が公開されている
が、この成績は売り上げだけではなく、同社
が営業に優先的に取り組んで欲しい戦略的商
材や、他の専任営業部署との連携による成果
などもポイント化（評価対象）され、それら
が営業成積として公開・ランキングされてい
る。

特徴的なのは、成績トップの公開だけでは
なく、営業成績が悪い営業要員まで公開して
いる点である。こういう方法は営業要員のモ
チベーションを著しく落とすというリスクも
あるが、それでもあえて公開しているのは、
その成績を単に営業要員個人の責任と捉える
のではなく、当該営業要員が所属するチーム
全員で対処していくことを教育するためであ
る。

そのために営業ミドルマネジメントへの人
財育成も徹底しており、同マネジメントに営
業要員の成績の凸凹を放置させず、営業成績
が悪い営業要員については、チーム全体とし
てその底上げに取り組むことが教育プログラ
ムに組み込まれている。

したがって、営業成績下位の営業要員の底
上げを組織として考えることがチーム全体の
OJTにつながり、ひいては組織の一体感を生
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み出すことにもなっている。過去、営業要員
は一人だけでも販売することができたが、今
は組織で取り組まなければ、複雑化している
顧客ニーズに対応できなくなっている。Ｂ社
の営業要員はもともと一匹狼的な個人の集ま
りで、激しい競争原理の結果、営業成績に見
合った形で彼らの処遇に差を設け、「できる
営業」に対して処遇を厚くすればよいとい
う、弱者切り捨て的な考え方であった。それ
を大きく転換し、組織としての営業要員の強
化を図った。トップの強いリーダーシップの
もと、営業要員が向かうべき方向性を明確に
示していることが、Ｂ社の大きな成功要因と
なっている。

また、同社は組織の営業力強化で最も重要
な営業ミドルマネジメントの育成のために、
徹底したベストプラクティス（成功事例）の
横展開も図っている。同社には営業改革推進
本部（以下、推進本部）があり、ここが営業
改革の浸透状況を支店別にモニタリングして
いる。推進本部はそのなかから、ソリューシ
ョン営業の浸透状況、顧客とのリレーション

（関係）強化に成果が上がっている支店を抽
出し、その支店の営業ミドルマネジメントの
取り組みが優れている場合は、推進本部が入
念に聞き取りを行う。つまり、それが営業ミ
ドルマネジメントの「個人技」で終わらない
ように、どのようにしたら組織の力になるか
を考え、組織全体に横展開を試みているので
ある。

具体的には、たとえばある営業ミドルマネ
ジメントはテリトリー（担当領域）的には恵
まれていないが、なぜか戦略的ソリューショ
ン商材の販売比率が高いとする。このような
場合、その支店に推進本部が訪問して支店長

に面会する。すると、どの支店でも月曜日朝
に実施している営業会議が非常にユニークで
あることが判明する。ユニークというのは、
売り上げや数字などの結果思考ではなく、営
業見込案件の進捗状況において営業要員のボ
トルネックとなっている事項や、営業プロセ
スの進捗上で営業要員が陥りやすい癖を彼ら
に自己認識させる営業会議としている点であ
る。

営業要員の育成には、営業要員が、どうし
たら顧客課題を理解しそれを解決して顧客か
ら満足を得られるかを、自ら思考して導き出
せるようにすることが重要である。教えられ
るのではなく、自らが考え、答えを導き出せ
るようにすることなのである。推進本部はこ
うした事例を事細かく掘り下げ、何がその営
業ミドルマネジメントの優れた点で成功の秘
訣であるかを抽出している。「あの人だから
できる」ではなく、本質的に何が成功要因な
のかまで突き止め、それを最終的に営業マネ
ジメント会議において共有させることで営業
ミドルマネジメント自身の底上げ、および同
マネジメントが行う営業要員への教育の底上
げにも活かしている。

Ⅳ 営業要員の人財育成に必要な仕組み

人財像の明確化・ロールモデルづく
り・教育面での工夫・現場コーチン
グの質向上・ナレッジの共有

次に営業要員の人財育成に必要な仕組みに
ついて考案する。営業要員の人財を育成する
基盤としては、

①自社の提供価値の定義、およびそれに基
づいて求められる営業要員のあるべき人
財像の明確化
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②わかりやすいロールモデルづくり
③実践的研修など教育面での工夫
④営業ミドルマネジメント改革による現場

コーチングの質の向上
⑤現場の成功事例などナレッジ（知識・知

恵）共有の仕組みの構築
──などがある。

1│ 自社の提供価値の定義とそれに 
 基づいて求められる営業要員の 
 あるべき人財像の明確化

営業要員にどのようになって欲しいかとい
うあるべき人財像が明確でなければ、どのよ
うな人財要件が必要なのか、なぜそのような
人財を育てなければならないのかが明確にな
らない。

短期の売上業績を達成することの繰り返し
を営業要員に期待しているだけでは、中長期
の視点での人財育成はできない。そのために
は企業として顧客にどのような価値提供がで
きるかを定める。

第Ⅲ章１節で紹介したＡ社は、「顧客の取
引先のビジネスの成功までも提供する」た
め、顧客の業務プロセスの生産性を自社の提
供価値と定め、顧客課題を共有し顧客の業務
理解ができる人財、課題を解決する人財を営
業要員のあるべき人財像とした。

短期業績を追い求めるあまり、営業要員の
あるべき人財像が明確にならないまま、日々
の営業活動に追われるのでは人は育たない。

営業要員の一貫した人財育成を行うには、
目指すべき提供価値に基づいたあるべき人財
像の定義、そして育成結果を定期的に確認
し、あるべき人財像を確実に検証できる
PDCA（計画・実行・検証・評価）が必要と

なる。
さらに、営業要員のあるべき人財像をイメ

ージしやすい形にまで具体的に噛みくだいて
定義しなければ、営業要員のあるべき人財像
に実際に展開できない。この噛みくだいて定
義することが人財要件であり、それは、

● 企業の売り上げ・利益にどのような貢献
が求められるのか（財務貢献）

● 顧客にどのような価値提供をすべきか
（顧客貢献）

● そのためにはどのような行動を取らなけ
ればならないのか（発揮行動）

● その行動を取るためには何が必要か（知
識・スキル）

──の４つの視点で可視化する（表１）。
人事部門や人財開発部門は、その人財要件

を満たす営業要員を組織として増やすため
に、必要な人財育成プログラムの開発や制度
設計をし、営業ミドルマネジメントは、自社
が求めるその要件に照らし合わせて部下を育
成していく。

多くの企業で各種の教育プログラムが整備

表1　営業要員のあるべき人財像の定義と人財要件の例

あるべき人財像 ● 顧客の取引先への成功も提供するため、顧客課題を見
える化し、それを顧客と共有しながらソリューション
（課題解決）提案ができる必要がある

財務貢献 ● 商品とサービスの複合提案により、継続的な売上拡大
に寄与している

顧客貢献 ● 顧客課題の本質を捉え、顧客の業務プロセス改革に貢
献している

発揮行動 ● 自社と顧客との企業対企業の関係構築の向上を図るた
め、上司、経営層を営業に巻き込んでいる

● 年初に顧客課題一覧とソリューション提案プランを作
成している

知識・スキル ● チームセリングに必要なプロジェクトマネジメントの
スキルを有している

● 特定業種に関する知見を有している
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されているが、重要なことは、営業要員のあ
るべき人財像や、人財要件に基づいた必要な
教育プログラムが系統立てて整備されている
ことである。営業要員の効果的な人財育成の
前提として、自社の提供価値の定義と、営業
要員のあるべき人財像の明確化は必須なので
ある。

2│ わかりやすいロールモデルづくり
もっとも、こうした提供価値は概念的にな

りやすく、営業要員のあるべき人財像も普遍
的・一般的なものになりがちである。また、
営業スタイルは人によって異なり、これも言
葉にすると、同じように普遍的・概念的にな
りすぎるか、もしくはあまりにも多様化し、
運用不能になるかのどちらかである。

こうしたことから、営業要員のあるべき人
財像を「ロールモデル人財」として定め、ロ
ールモデル人財が営業活動で営業要員に同行
したり、教育現場で交流したりして「生きた
ロールモデル」となることで、あるべき人財
の姿を具体的にイメージさせる。

ただし、すべての営業現場にロールモデル
にふさわしい人財がいるとはかぎらない。特
に新しい戦略を進める際にはいない可能性が
高く、そうした場合は、ロールモデル人財の
行動やスキルを組織的に分析・定義し、営業
要員自身とロールモデル人財との実力の差を
見える化する仕組みを整えている企業もある

（図３）。
ロールモデル人財のスキルレベルは、実在

する優秀な営業要員のスキルを目標レベルと
したり、企業として戦略上重要であるという
要件については、あるべき必要レベルとして
定義したりする。

いずれにしても、ロールモデル人財となる
優秀な営業要員を企業として明確にし、「背
中を見せて学ばせる」と同時に、組織のなか
でどのスキルが不足し、トップがどのスキル
を伸ばすことを求めているのかを見える化す
ることが、営業要員の人財育成上は欠かせな
い。

3│ 実践的研修などによる 
 教育面での工夫

繰り返し述べてきたように、営業要員にと
って、昨今の顧客の抱える課題は複雑化し、
商材説明で販売できた時代から、顧客理解に
基づく商材の組み合わせが求められる時代へ
と変化している。

こうしたなか、かつての商材説明中心の教
育では、現状の営業要員が抱えている営業局
面には役に立たない。必要なのは、①顧客の
業務フローを理解して業務課題を聞き出す
力、②それを理解するための顧客の業務に対
する基礎知識、③理解した課題解決に合った
商材を組み合わせ、ソリューションを構築す

図3　ロールモデル人財との比較による不足スキルの見える化の例

注）最高を4とする4段階評価

顧客課題一覧とソリューション
提案プランを作成している

顧客の経営層と長期的な信頼関
係を構築している

顧客のシステム環境を把握して
いる

顧客の仕様策定プロセスに関与
している

社内人脈を持ち、必要な社内体
制を構築している

業種に関する知見を有している

チームセリングに必要なプロジ
ェクトマネジメントのスキルを
有している

あなたのスキルレベル ローモデル人財のスキルレベル（平均値）
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る力──を養成する教育である。
研修は上述の①から③に沿い、実際の顧客

事例を題材にしながら課題理解と商材を提供
し、その結果、顧客課題はどのように解決さ
れたのかを一連の流れで学ばせるなど、生き
たプログラムとしなければならない。ソリュ
ーション営業へのシフトが求められている現
在、人事・人財開発部門は事業部門と連携
し、ロールモデル型のこうした研修プログラ
ムを開発・整備していくことが必要である。

4│ 営業ミドルマネジメント改革に 
 よる現場コーチングの質の向上

法人向け営業改革で重要な役割を果たすの
が営業ミドルマネジメントである。

企業として、目指すべき提供価値や目指す
べき姿をいくら明確に打ち出したとしても、
日常の営業業務が単月売り上げだけを目指す
短期的マネジメントのままでは、営業要員は
日々の営業活動のなかであるべき人財像の意
義を見失ってしまう。営業ミドルマネジメン
トは、そうした営業業務のなかで、企業とし
て打ち出した目標の意義を営業要員に納得さ

せなければならない。
そのためには営業ミドルマネジメントへの

教育は必須となる。第Ⅲ章２節で紹介したＢ
社はここに着眼し、研修形式による営業ミド
ルマネジメントへの教育だけでなく、ベスト
プラクティスの横展開を重視した。しかし、
前述のように営業スタイルは営業要員によっ
て全く異なるため、ベストプラクティスを、
単に話として聞かされるだけでは十分な理解
を得られず横展開に至らないケースが多い。

「あの人だからできる」「自分とはマネジメン
トスタイルが違う」「商圏が異なり同じやり
方は自分には当てはまらない」など、紹介さ
れた事例は自分には適用できない理由ばかり
が思い浮かび、横展開になりにくいのである。

このため、Ｂ社は営業ミドルマネジメント
へのベストプラクティスの聞き取りにとどめ
ず、その成功要因を普遍化することを絶えず
行っている。それには、営業ミドルマネジメ
ントの具体的な実施事項に加え、それが本質
的にどのような意味を持つのかを噛みくだい
た形で営業マネジメント会議で発表し、共有
している。実際には、営業ミドルマネジメン

表2　営業ミドルマネジメントに求められる一般的な人財要件

内容 人財要件の例

組織目標の立案 組織の目指す方向性を部下に示
す

● 自らの組織の戦略を具体的に企画できる
● 部下の個々人に合わせて戦略を展開している

リソース（経営資
源）配分

人財の最適配分、体制構築、役
割分担をする

● 社内外に豊富な人脈を持ち案件の支援体制を構築できる
● スキル開発の視点に立って部下に業務の割り当てを行える

育成・動機づけ 部下の動機づけと育成を行い、
成長を促す

● 先行指標である顧客との人脈構築状況や商談のプロセスなど
を客観的に評価しフィードバックできる

● 部下が習得すべきスキルを具体的に把握・指導できる

目標管理 目標に対する進捗を確認し、手
立てを講じる

● 部下の納得度を高めながら組織目標を個人目標に展開できる
● 部下の能力や担当顧客・地域を加味した目標設定を行える

階層営業 顧客上層部との関係構築を推進
し、部下が商談を進めやすい状
況をつくる

● 顧客の上層部への働きかけで部下が商談を進めやすい状況を
つくれる

● 経営層と会話できる経営ノウハウを有している

労務管理 生産性向上、労務環境の改善を
図る

● 生産性向上に努め、労務環境の改善を図ることができる
● 部下の精神衛生状況に配慮できている
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ハーフエコノミー時代の法人営業改革

トの活動の本質的な意義を説明し、事例を紹
介した後、営業ミドルマネジメント間で議論
し、自分ならどういう形でそのベストプラク
ティスを取り入れるかという「学び」を引き
出している。それは単なる事例紹介にとどま
らず、営業ミドルマネジメントのベストプラ
クティスから「学ぶ力」を引き出し、かつ身
につけさせている。

このように、同じ活動を自らのスタイルで
行うとしたらどのような形でするのかを考え
ることが、Ｂ社においてベストプラクティス
が横展開していく秘訣となっている。営業ミ
ドルマネジメントによってマネジメントスタ
イルが異なるため、全く同じ形での横展開は
難しいが、本質的な意義を理解し、そのうえ
で自らのスタイルに応用することに納得感が
あるため、無理のない横展開が可能となる。

野村総合研究所（NRI）のこれまでの人財
開発コンサルティングを通して、営業ミドル
マネジメントに求められる人財要件が多岐に
わたることはわかっている（前ページの表２）。

多くの企業に共通しているのは、優秀な営業
ミドルマネジメントは、部下（営業要員）の
案件遂行上の阻害要因を正しく把握し、適切
に助言していることである（現場コーチン
グ）。

たとえば、社内外に豊富な人脈を持ち、彼
らを活用して部下の案件の支援体制をつくっ
たり、顧客の経営層に働きかけることで、部
下が商談を進めやすい環境を構築したりして
いる。また、売り上げという結果指標だけで
なく、その先行指標である顧客との人脈の構
築状況や活動状況を的確に評価し、部下にフ
ィードバックしている。

このように、営業ミドルマネジメントに求
められるスキルは多岐にわたっているばかり
か、市場が商材営業からソリューション営業
に変化していることで、営業ミドルマネジメ
ントの人財要件はさらに高度化してきてい
る。

営業ミドルマネジメントは、それそのもの
が一つの職種であることを再認識し、トップ
セールスではあるものの、営業ミドルマネジ
メントとしての適性がない営業要員には、個
人の売上利益だけを追求するエキスパート職
種を設けるという大胆な制度もありうる。

5│ 現場の成功事例などナレッジ共有 
 の仕組み

営業要員が育っていくには、自らと同じ立
場の他の営業要員が持つ成功体験を共有でき
る仕組みを備えるとよい。商材などの知識で
はなく営業要員の実際の営業活動など生きた
事例のナレッジ（知識・知恵）共有は、日々
の営業活動のなかで人財を育成する際の非常
に重要な仕組みとなる。

図4　営業要員の人財育成に必要な仕組み

②わかりやすいロールモデルづくり

①自社の提供価値の定義とそれに基づいて求められる
　営業要員のあるべき人財像の明確化

③実践的研修など教育面での工夫

④営業ミドルマネジメント改革による現場コーチングの質向上

⑤現場の成功事例などナレッジ（知識・知恵）共有の仕組みの構築

中長期的一貫性を
持った取り組み
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ナレッジ共有の仕組みは、蓄積された情報
を、営業要員がデータベースなどにアクセス
して単に取りにいく（プル型）のではなく、
営業案件のフェーズや課題に応じてナレッジ
をプッシュ型（自動配信）で参照させるよう
にするなどの工夫や、あるいは、自分の直面
している課題解決に最も近い経験の話は誰に
聞いたらよいのかといった「KNOW WHO

（ノウフー）」の仕組みも有効である。

Ⅴ 営業要員人財改革の成功に向けて

営業要員の人財像と人財要件を人事
制度に組み入れて運用

図４に、これまで論じてきた営業要員の人
財育成に必要な仕組みをまとめた。しかし、
営業要員のあるべき人財像や人財要件を定義
したり、さらにロールモデルなどをつくった
りしたとしても、企業が求める営業要員が育
つことは保証されない。仕組みをつくっただ
けでは十分ではなく、これらの仕組みを営業
現場が活用し、営業スタイルが変わらなけれ
ば意味がないのである。

そのためには、営業要員のあるべき人財像
や人財要件を人事制度に組み入れなければな
らない。人事評価や処遇、選考、配置などと
関連づけないかぎり、営業現場は日々の売上
確保という短期的行動に走りがちで、企業が
意図する人財育成や戦略実現には向かってい
かない。

営業要員のあるべき人財像や人財要件を定
義しても、「まずは人事制度とは切り離して
運用しよう」とする企業が多いのも事実であ
るが、そうしたやり方はまずうまくいかな
い。せっかく定義した営業要員のあるべき人
財像などが形骸化してしまうからである。

実際には、売り上げなどの短期的な目標達
成度と、営業要員のあるべき人財像に向けた
人財要件充足度をバランスさせて、人事評価
などへの人事制度の運用に活かしていく。こ
のように実運用に組み込むことによってはじ
めて、営業要員のあるべき人財像や人財要件
を明確にした価値が出てくる。

前述のＢ社の人事評価制度がポイント制度
を併用し、短期的な業績評価と戦略的な営業
成果の両面から評価しているのはまさにその
好事例である。

営業要員の人財育成には短期業績達成とは
別の視点を持ち、中長期にわたって取り組ん
でいかなければならない。そのためには組織
としてのミッションと提供価値を明確に定
め、それを実現するために営業要員が持つべ
き知識・スキルを明確化し、より実践的な形
で営業要員に落とし込んでいく。営業ミドル
マネジメントには、それをOJTや日々の営業
活動のなかで営業要員に理解させ納得させる
ことで組織としての営業力を向上させていく
能力が求められる。
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